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I. 提案するMS目標案のコンセプト 

1. MS 目標案 

1.1 MS 目標案の名称 

「2050 年までに、音楽感動共創による生命力と創造力に満ちた人類社会を実現」 

1.2 実現したい 2050 年の社会像 

 
図 1. MS 音楽感動共創プロジェクトのロゴ（実現したい社会像の概念図）. 
五線譜で表現された「感動」と「共創」の 2 つの幹が 2050 年の社会を豊かに実らせる. 

古代より人類は、音楽の中に時間と空間の広がりを感じてきた。時間と空間を統合するこ
とを、音楽用語で「調和」と呼ぶ。古代ギリシャにおいて「音楽は宇宙の調和だけではなく、
人間に調和を与え、魂が救済される」とされ、アカデメイアのカリキュラムに音楽を取り入
れたように、音楽とは本来、芸術と科学が不可分に融合したものだった。しかし、芸術と科
学の発展過程で、これらは別々のものとして扱われるようになってしまった。私たちは音楽
の深層にある可能性を掘り起こして複合的・多角的に利用し、音楽が喚起する「感動」と「共
創」によって、生命力と創造力に人々が輝き、かけがえのない幸せを実感する新しい社会を
実現したい。 

2050 年には、既存MS目標の実現により、サイバネティック・アバター（CA）基盤が構
築され、人間とAIロボットが共生する社会がおとずれる。このような未来社会においては、
人間がこれまでのように生産的労働によって社会貢献し、生きがいを得るという 20 世紀型
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モデルは通用しない。物質的には豊かであるが、精神的には一部の人間しか満足感を得られ
ない社会が訪れる危険性がある。また今後30年の間に、さらなるパンデミックや自然災害、
テロ、紛争など、人類のこころの健康に長期的かつ甚大な悪影響を及ぼす事象の発生が予想
される。精神的な豊かさの不足は、個人・集団・文化間の軋轢を招き、人類の希望溢れる生
活を脅かす可能性がある。 

これらの課題を克服するため、人々の心や感性を深く強く動かす「感動」の力と、互いの
共感性と創造性を促す「共創」の力を解き明かし、人々のこころの健康と幸福、世界平和と
地球持続のために活用する。我々は 2050 年までに、音楽が感動と共創を喚起する仕組みを
活用して、うつ病ゼロ、自殺ゼロ、紛争ゼロ、心身健康、自己実現、幸福実現、宇宙躍進を
成し遂げ、生命力と創造力に満ちた人類社会を実現したい（図 1）。 

2. Targets：当該 MS 目標の達成シーン。2050 年及び 2030 年に何が実現して
いるか 

 
図 2. 当該M S 目標の概要と達成シーン. 

 当該 MS目標は、2050 年に、音楽が感動と共創を喚起する仕組みの解明に基づいて開発
した科学技術（「感動喚起技術」・「共創喚起技術」とそれぞれ呼ぶ）を応用して、文化を超
えた感動と共創によるうつ病ゼロ・自殺ゼロ・紛争ゼロの生命力と創造力に満ちた人類社会
を実現する（図 2）。上記 2050 年の達成シーンをバックキャストして実現するため、2030
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年では、音楽の感動と共創による個人のストレス・うつの軽減を実現する。 

上記目標がどこまで具体的に実現可能であるか、実践的に検討する第一歩として、本調査
研究の成果として、2021 年 6 月 23 日に市民体験参加型の「ムーンショット(MS)音楽トラ
イアルワークショップ」を実施した（図 3）。 

チームリーダーの西本が中心となり、イルミナートフィルハーモニーオーケストラ、豊島
区、ヤマハ株式会社、実空間の観客、遠隔空間の観客、研究者が一体となって、2050 年の
音楽の姿を探るワークショップを共に創り上げた（図 3A）。音楽が感動や共創を喚起する仕
組みを解明する第一歩として、チームメンバーの山脇・町澤の開発した「ワクワク感」の可
視化技術を使用した脳波測定実験を実施した（図 3B）。さらには、MSミレニア・プログラ
ム「ウルトラダイバーシティ社会実現チーム」と心拍・皮膚画像測定解析技術を応用した実
空間・遠隔空間の鑑賞者のこころの動きの可視化実験（図 3C）、「Psyche Navigation System
による安寧・活力共存社会実現チーム」と微小加速度センサーによる音楽家の身体運動計測
実験を実施した。「音楽感動共創」を共通ビジョンに掲げ、MS ミレニア・プログラムのチ
ーム間の垣根を越境して、研究者、実演家、行政、産業、市民が実空間・遠隔空間をつない
で一体となり、当該MS目標の実現に向けて第一歩を共創できたことは、実践的な実現可能
性を示した大きな成果といえる。 

 
図 3. ムーンショット音楽トライアルワークショップ. 

西本智実氏の指揮と手拍子によるデモンストレーション(A). 「ワクワク感」の高精

度可視化技術を使用した脳波測定実験の様子(B). 脳波・心拍・顔面映像測定解析技

術を応用した実空間・遠隔空間の鑑賞者のこころの動きの可視化実験の様子(C). 
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3. 当該MS目標を設定した理由及び、目標達成の社会的意義等 

3.1 当該MS目標の設定や目標達成に向けた取組みが今必要である理由 

 近年うつ病をはじめとする気分障害の患者数は倍増しており、年間約 100 万人にも上る
（厚生労働白書, 2012）。少子化が続く中での未来を支える若年層（15～39 歳）での自殺者
数は改善せず、死因の第 1位であり、20歳代男性では死因全体の 5割以上が自殺である（厚
生労働省資料, 2019）。職場での高いストレスを抱えている割合は過半数を超えており（58％, 
厚生労働省資料, 2018）、少子化が続く中で働き手のうつ病、自殺者数の増大という国家的
危機が存在し、早急な対応策が必要である。 

さらに、新型コロナウイルス感染拡大(コロナ禍)により、自殺の主幹要因であるうつ症状
を示す成人がコロナ前に比べて 3倍以上に増加しており（OECD, 2021; 米国 3.6 倍、日本
2.2 倍、英国 2 倍)、うつ病及び自殺の急増による甚大な社会的損失（79 兆円以上）が報告
されている（国連, 2020; JSCP 資料, 2021）。日本では、うつ病による休職、自殺による社会
保障費や経済損失を踏まえた「自殺・うつ対策の経済的便益」が約 2.7 兆円との試算がある
（厚生労働省, 2010）。コロナ禍実態調査（広島市, 2020）により、「憂うつな気分になるこ
とが増えた（男性 39.1%、女性 55.5％）」、「経済状態が苦しくなるほど、友人や相談相手が
いないほどうつ状態が増加」、「死にたいとおもうほどの悩みやストレスがある（男性5.8%、
女性 13.5%）」などの深刻な結果が報告されており、コロナ禍によるあらゆる 2次的影響か
らのこころの健康の悪化が懸念されている（Bourgeault et al., 2020）。これらの社会状況を
踏まえ、こころの健康の維持・向上に貢献できる科学技術の開発に早急に取り組む必要があ
る（日本脳科学関連学会連合（代表：山脇成人）緊急提言, 2020）。 

一方で、コロナ禍において、数ある余暇活動（音楽、SNS、料理、飲酒、映画鑑賞、運動
など合計 43の余暇活動）の中で、どの活動がストレスや不安など心理的苦痛の対処にプラ
スの効果をもたらすかについて調査した近年の研究では、心理的苦痛に対処するための最
適な活動として、音楽が最も多く選ばれていることが明らかにされた（Mas-Herrero et al., 
2020）。音楽を聴くこと、音楽を演奏すること、歌うこと、音楽に合わせて踊ること、公園
に行って友達とギターを弾くことなど、コロナ禍における心理的苦痛への対処法として音
楽活動が行われ、より多くの時間で音楽活動に従事した人ほど、うつ症状の度合いが低いこ
とが示された。本調査研究においても、市民の日常生活における音楽とのかかわりについて
アンケート調査を行った結果、大多数の市民が、安心やリラックス、元気を出して楽しくな
ること、やる気を出して集中する効果を期待して音楽を聴取していること、日常生活および
自身の幸せに音楽を必要としていることが明らかとなった※。 

さらに地球上では、自然破壊、環境汚染、異常気象など、地球規模での問題が山積してい
る。持続的な地球環境を確立・維持すためには、集団間・文化間での軋轢や対立、紛争を解
決し、全地球人が一丸となる必要がある。自己中心的・利己的な思考や言動ではなく、人間、
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生物、自然、地球に対する敬意、配慮、慈愛の心、そして幸福感を豊かに育む社会の実現が
緊要である。持続可能な開発目標（SDGs）の真の実現に向けて、人々が自発的に地球全体
のために行動したいと思えるような、胸高鳴るストーリーやビジョンの提示が緊要である。 

3.2 目標達成の社会的意義 

 本MS目標達成の社会的意義は、音楽の感動と共創の喜びによって、うつ病・自殺者ゼロ
を達成し、労働人口・生産性の低下を一気に解決すると共に、文化を超えた感動共創による
紛争ゼロの平和で持続的な地球社会を実現する点である。 

太古の時代より、音楽は時代・国境・文化を超えて我々の日常生活に普遍的に存在してき
た。人類の身近に当たり前のように存在する音楽であるが、実は音楽がどこから来て、どこ
に向かっているのか、その起源と未来について、我々は科学的によく理解していない。本MS
目標の達成を目指して、世界の人々が身近に存在する音楽や芸術と真摯に向き合い、その本
質を探究することは、自己の中の他者、他者や社会の中の自己を深く、強く感じ、互いの生
命の尊厳を敬愛し、共感性と一体感を育み、共に明るい未来を創造することにつながるはず
である。 

音楽は、人間の喜怒哀楽や多様な感情、理念や信仰心や歴史や神話からの学び、官能の魅
惑や背徳の悔恨といった人間性を非言語的に表現することができる。換言するならば、言語
表現では論理的な対立や矛盾・軋轢を生む可能性のある情報を、音楽表現は抽象的な共感を
生む情報へと巧みに変換する作用がある。音楽的行為において自然に行われる共創の過程
や情動情報の抽象化の仕組みを解明し、科学技術としてそれらの恩恵を人類幸福のために
活用することで、あらゆる個人・集団・文化間の軋轢を解消し、世界平和と持続社会を実現
できると考える。 

3.3 当該MS目標の達成に向けた社会全体の取組み概要 

第一に、当該MS目標の達成に向けて必要であることは、実演家と研究者といった分断を
無くし、協力して研究に取組むことである。当該目標検討チームの大きな特色は、実演家と
研究者とが音楽への感謝と愛を通じて一つのチームとなり研究に取り組んでいる点である。
チーム内での議論や勉強会で明らかになったことは、実演家たちが科学研究を通じて、音楽
に対する理解を深め人類の幸せに貢献したいと希望していること、研究者たちが閉鎖的な
音楽研究から脱却し、実演家たちと手を取り合い音楽の本質的作用を科学的に解き明かす
ことで世界の幸せに貢献したいと希望していることである。本MS目標の推進は、アートと
アカデミアを融合し、芸術科学立国を目指す取組みともいえる。未来社会に生じうる様々な
地球規模の困難や問題に立ち向かう人類の生命力と創造力を培う取組みである。 

第二に、当該MS 目標の達成に向けて必要であることは、2050 年の未来を担う次世代の
若者と共に明るい未来を創造することである。その実現可能性を示すべく、本調査研究では、
合計 10校 763 名の小中高生を対象とした「西本智実ムーンショット音楽感動共創プロジェ
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クトワークショップ 2021」を開催した※。2030 年・2040 年・2050 年の未来を想像し、2030
年・2040 年・2050 年 それぞれのゴールデンレコードに載せる作品を「絵」「書」「作曲」
「文章」の４領域から選んで制作する活動を行った（ゴールデンレコードとは、1977 年に
発射された太陽系外探査機ボイジャーに搭載された、当時の地球文化を記録したものであ
る）。ワークショップの結果、未来を担う次世代の若者と共に、夢のある 2050 年の未来社
会像を共創することができた（図 4）。 

 

図 4. 小中高生向けワークショップで描かれた「2050 年のゴールデンレコード」に載せる作
品（小学生の作品例）. (A)「どこでもスマホ」. (B)「生き物なんでもイヤフォン」. (C)「音
楽＆魚ヘッドフォンセット」. (D)「宇宙に行けるまほうの服と宇宙、地球スピーカー」. (E)
「MUSIC 粘土」. (F)「音符バッジ」. (G) 「歌クッキー」. (こころ)「UMB～Universe Music 
Building～」. (I)「アクシオム」.  

第三に、当該MS目標の達成に向けて必要であることは、医療従事者との連携した取組み
である。本調査研究のヒアリング調査として、山中伸弥京都大学 iPS 細胞研究所所長、合田
圭介東京大学教授、ムーンショットミレニアプログラム調査チームの先生方（「ウルトラダ
イバーシティ社会実現チーム」、「チームポスト・アントロポセン」、「DIGITAL  
BIOSPHERE未来共創チーム」、「Psyche Navigation Systemによる安寧・活力共存社会実現
チーム」、「ストリート・メディカル・シティチーム」の先生方）、金井良太MS目標１PM兼
株式会社アラヤ代表取締役、山脇成人広島大学脳・こころ・感性科学研究センター特任教授、
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町澤まろ同センター特任准教授とビジョン共有と議論の機会を設け、ヒアリング調査を実
施した。中でも、山脇・町澤両氏が取り組んでいる脳科学・AI 技術・デジタル技術を融合
し、人類のこころの健康の維持・向上を目指すメンタルヘルス・デジタルトランスフォーメ
ーション(DX)プロジェクトは、感性科学を応用し人々の精神の健康と幸福の達成を目指す
点で本 MS 目標のビジョンと信念が共通しており、本調査研究を推進する過程で正式なチ
ームメンバーとして加わっていただいた。今後さらに医療従事者との連携が進むことが期
待される。 

第四に、当該MS目標の達成に向けて必要であることは、音楽芸術が感動と共創を喚起す
る仕組みの解明に基づいて開発した「感動喚起技術」・「共創喚起技術」が社会的に悪用され
ないよう配慮することである。人々のこころを深く、強く動かし、つながりを強める技術は、
一歩間違えると人々の洗脳技術の開発につながる可能性がある。例えば、歴史的に音楽を俯
瞰すると、ギリシャ時代の音楽の政治利用、ヨーロッパ中世の教会による宗教的利用、近代
のプロパガンダとしての利用、軍歌のような外集団排除のための内集団の結束のために用
いられた例などがあり、倫理的・法的に慎重な配慮が必要である。感動喚起技術・共創喚起
技術の安全利用に向けて、倫理、法律、歴史、哲学の専門家と連携することが必要である。 

4. 当該目標達成によりもたらされる社会・産業構造の変化 

音楽は時間と空間の芸術であり、文化的背景を越えて人類の感性をつなぐことができる
「つながり芸術」である。当該目標達成により、音楽の感動と共創によるつながりを全地球
的に拡張することで、地域や階層による分断を統合し、全人類の英知を効率的に結集するよ
うな社会・産業構造へと変化する可能性がある。また、芸術は精神的な生産活動である。人
間が実際に携わる産業は、芸術創造を支援し、それによって人間どうしの結びつきを作る産
業構造へと変化すると考えられる。当該目標達成により、21 世紀の人間の生産性は精神性
として体現され、うつ病ゼロ・自殺ゼロ・紛争ゼロの生命力・創造力に満ちた社会の実現は、
世界を紛争から平和、滅亡から持続へと導き、地球社会に安寧をもたらすと確信する。 
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II. 統計・俯瞰的分析 

1. 当該MS目標を達成するための科学技術的・社会的課題や必要な取組み 

当該MS目標を達成するための科学技術的課題は、なぜ、どのように音楽が人々の感動と
共創を喚起するのか、そのメカニズムが不明な点である。社会的課題は、アートとアカデミ
アをどのように融合するか、という問題である。本MS目標達成するには、音楽芸術と科学
技術が真の意味で融合しなくてはならない。目標を実現するには、音楽の実践家と研究者が
協力し、医療従事者、市民と連携しながら、音楽が人々のこころの健康と健康にもたらす影
響を学術的に追求する必要がある。日本の音楽情報科学の研究分野は、世界に比して高い水
準にあるが、音楽知覚認知科学、音楽脳神経科学、音楽情動社会科学、音楽発達科学、音楽
医科学の研究分野は、世界に比して遅れている。音楽情報科学の強みを最大限に活かしつつ、
音楽知覚認知科学、音楽脳神経科学、音楽情動社会科学、音楽発達科学、音楽医科学を積極
的に推進する必要がある。世界のあらゆる文化的背景を持つ国々が一丸となり、人類の幸福
と世界平和のため、音楽芸術と科学技術を融合する国際連携が必要である。 

2. 当該MS目標を達成するために取り組むべき研究開発の俯瞰 

音楽の感動共創による生命力と創造力に満ちた人類社会を実現するには、(A) 感動喚起
技術の開発、（B）共創喚起技術の開発、(C)社会受容のための取り組みが必要である（図 5）。 

「感動喚起技術の開発」とは、なぜ、どのように音楽が人々の感動を喚起するのか、その
科学的メカニズムを解き明かし、社会に応用するための科学技術開発である。「感動喚起技
術」の開発を実現するためには、(A1) 感動状態を客観的に計測し定量化する技術（感動計
測技術）、(A2) 感動状態の時系列推移と感動喚起の瞬間を予測する数理モデリングの開発
（感動予測技術）、(A3) 感動体験を拡張する感覚刺激を提示する技術（感動拡張技術）の開
発が必要である。 

「共創喚起技術の開発」とは、なぜ、どのように音楽が人々の共創を喚起するのか、その
科学的メカニズムを解き明かし、社会に応用するための科学技術開発である。「共創喚起技
術」の開発を実現するためには、（B1）人々が心躍らせ共に創造する状態を客観的に計測し
定量化する技術（共創計測技術）、（B2）人々が心躍らせ共に創造するプロセスの動態を予
測する数理モデリングの開発（共創予測技術）、（B3）人々が共感し心躍らせ創造的になる
過程を促進・拡張する技術（共創拡張技術）の開発が必要である。 

「社会受容の取り組み」とは、音楽芸術と科学技術の融合を社会全体で進めるための取り
組みである。「社会受容」を実現するには、(C1)「感動喚起技術」と「共創喚起技術」を市
民と連携して進めるような市民科学の取り組み、市民と連携したワークショップの開催や
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デモンストレーションが必要である。また、（C2）得られた成果を人々の心身健康に活かす
ため、医療従事者との連携とも必要である。さらには、(C3) 得られた成果を安全・平和に
利用するための倫理的・法的整備が必要である。 

 

図 5. 当該MS目標を達成するために取り組むべき研究開発の俯瞰図 

 

3. 当該目標に関連する研究開発の動向（全体）、海外動向及び日本の強み 

 音楽に関連する科学技術研究開発の動向を調査するため、「音楽（Music）」をキーワード
として、論文データベース Web of Science から科学技術論文を引用数順にトップ 5000 件
を抽出し、その内容と国際動向を分析すると共に、広く文献調査を行い音楽に関連する科学
技術動向について調査を行った※。 

まず、論文データベースWeb of Science から抽出された音楽の科学に関する引用数トッ
プ 5000 件論文の題目と要旨に含まれるキーワードをテキストマイニングの手法で抽出し、
キーワード間の共起頻度を用いてクラスター分析した。その結果、音楽の科学研究分野には、
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主に下記の 6つの小分野があることが明らかとなった。 

 

表１. 音楽科学技術論文のキーワード分析により得られた 6つの小分野. 
音楽知覚認知科学 音楽の知覚や認知に関する研究 
音楽脳神経科学 音楽の認知や演奏に関わる脳機能構造に関する研究 
音楽情報科学 楽曲検索や自動採譜など音楽情報処理に関する研究 
音楽情動社会科学 音楽が喚起する情動や社会的行動に関する研究 
音楽発達科学 音楽能力の発達、音楽訓練による認知・脳変化に関する研究 
音楽医科学 音楽の医学臨床応用研究、音楽能力の疾患に関する研究 
 

これらの 6 つの小分野について、それぞれの分野の論文数の割合の経年推移を調べたと
ころ、「音楽脳神経科学」分野が 1990 年代から 2000 年代にかけて増加しており、「音楽情
動社会科学」分野が 2010 年代以降増加していることが明らかとなった（図 6）。本MS目標
は音楽の感動と共創をテーマとしており、音楽が喚起する情動や社会的行動に関する「音楽
情動社会科学」研究が、2010 年代以降増加していることは注目すべきである。この結果は、
情動や社会性に着目した音楽科学研究が、世界全体として近年増加しつつあることを示唆
している。 

 

 
図 6. 音楽科学の 6つの小分野毎の出版割合の推移. 

次に、これら 6 つの小分野ごとの研究発展の動向を国際比較するために、小分野毎に主
要 8ヵ国（日本、米国、中国、イギリス、フランス、ドイツ、カナダ、オーストラリア）の
論文出版数の推移を分析した（図 7）。分析の結果、6つの小分野いずれにおいても全体とし
て論文数が増加している傾向が認められた。「知覚認知科学」「脳神経科学」「情動社会科学」
「発達科学」「医科学」の 5分野については、いずれも米国がトップをキープしている。「情
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報科学」の分野については中国の成長が顕著であり、直近では米国を抜いてトップである。
日本は、「知覚認知科学」「脳神経科学」「情動社会科学」「発達科学」「医科学」の 5分野に
ついては主要 8ヵ国中最下位である。一方、「情報科学」の分野については中国、アメリカ、
イギリスに次いで第 4位であり、日本の強みといえる。日本では、現在最下位である「知覚
認知科学」「脳神経科学」「情動社会科学」「発達科学」「医科学」の 5 分野を早急に発展さ
せ、強みである「情報科学」と結びつけることが課題である。特に懸念されるのは、「音楽
医科学」の分野が、日本以外の分野では近年伸びているのに対し、日本でのみ近年低下して
いる点である。医療従事者と連携して、音楽科学の臨床応用研究を早急に推進することが望
まれる。 

 

図 7. 音楽科学の 6つの小分野毎の主要 8ヵ国の論文出版数の推移. 

日本の音楽市場規模はアメリカに次いで世界第 2 位であり、国内の音楽産業は世界トッ
プ水準である（IFPI, 2019）。しかし、音楽を人々の幸福に活かすための科学研究は決定的に
不足しているように見受けられる。音楽の科学が日本において進展していない理由として、
国民がそもそも音楽の科学を必要としていない可能性があるのではないかと考えた。そこ
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で、日常生活における音楽の必要性や、音楽科学の必要性について実態を調査するため、本
調査研究にて大規模アンケート調査を実施した※。 

アンケート調査の結果、「音楽は日常生活に必要か」「音楽は自分の幸せにとって必要か」
という質問に対して、94%もの人々が「そう思う」「とてもそう思う」と回答しており、大
多数の人々が音楽は日常生活と自分自身の幸福にとって必要であると認識していることが
明らかとなった（図 8）。 

「音楽の科学的研究は社会にとって必要か」という質問に対しては、86.8%の人々が「そ
う思う」「とてもそう思う」と回答していた。この結果から、国民・社会の音楽科学のニー
ズは比較的高いと考えられる。一方で、「音楽の科学研究は生活に役立つか」「音楽の科学研
究に関わりたいか」「音楽の科学を日本/世界で積極的に進めるべきか」という質問に対して
は、60%以上の人々が「そう思う」「とてもそう思う」と回答していた。音楽の日常生活の
回答ニーズは 94%であったのに対し、音楽の科学のニーズが 60%程度であったことは、音
楽科学の有用性が市民に普及していないことを示唆している。音楽科学の有用性について
市民に広くその意義を伝えながら、音楽科学の社会受容をいかに推進するかが課題である。 

 

図 8. 音楽及び音楽科学の必要性に関するアンケート調査の結果. 

本調査研究では、音楽科学の有用性について、市民参加を促すことを目的に、大学生向け
の音楽科学ワークショップと音楽科学の学術シンポジウムも実施した※。大学生向けワーク
ショップには 4日間で計 80人が参加、東京大学で開催した合同学術シンポジウム「音楽科
学の意義と展望」には約 300 名が参加し、音楽科学の意義と展望について、市民参加型の
オープンな形で活発に議論した。  
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III.社会像実現に向けたシナリオ 

1. 挑戦的研究開発の分野・領域及び研究課題 

① 挑戦的開発を推進すべき分野・領域 

本MS目標を達成するにあたり、挑戦的開発を推進すべき分野・領域についての俯瞰図を
図 5下に示した。 

まず重点的に研究開発を推進すべき分野・領域は、音楽の医科学分野である。II. Analysis
（統計・俯瞰的分析）の結果から、日本は音楽の情報科学分野に強みがあるが、音楽の医科
学分野は他国に比して大きく遅れていることが明らかとなった。音楽の情報科学分野の強
みを医科学分野に活かすための研究開発を積極的に推進すべきである。 

次に重点的に研究開発を推進すべき分野・領域は、音楽の脳神経科学、知覚認知科学、情
動社会科学、発達科学分野である。音楽の情報科学分野の強みを医科学分野に存分に活かす
ためには、そもそも音楽がどのようにヒトの脳内で知覚認知され、情動や共感を喚起するの
か、また、音楽による感動喚起・共創喚起が、発達や教育、社会にどのような影響を及ぼす
のか、その仕組みを明らかにするための科学研究を推進すべきである。 

② 目標達成にあたっての研究課題 

(A) 感動喚起技術の開発 

(A1) 感動計測技術の開発 
感動を喚起する技術を開発するためには、まず「感動状態」を客観的に定量化して計測す
る必要がある。我々目標検討チームは、脳波信号の感性多軸モデルに基づく「ワクワク感メ
ーター（Brain-Emotion-Interface）」の計測・定量化技術を既に開発している（Machizawa, 
Yamawaki et al., 2020）。本調査研究の「MS音楽トライアルワークショップ」では、このワ
クワク感メーターを用いて、生演奏音楽聴取中の感動状態を実際に計測した成果がある。感
動指標は、予測に基づいたポジティブな予測（期待感）を伴うワクワク感（Machizawa, 
Yamawaki et al. 2020; 特許 6590411「感性評価方法」）を上回る予測誤差として数値定量化
し計測できると考える。よって、感動計測技術の開発は実現可能性が極めて高い。 

(A2) 感動予測技術の開発 
感動を予測する技術の開発にも、感性の可視化技術が応用できる。音楽聴取中に感動が喚
起された瞬間、思わず鳥肌が立つ現象に代表されるように、外受容感覚として処理された音
波等の外部刺激が、内受容感覚（鼓動、呼吸、鳥肌、内臓の感覚など）として再び神経処理
される「脳―内受容感覚」の情報処理プロセスとして、感動を予測する数理モデルを開発で
きると我々は考える。そこで、「脳―内受容感覚」ネットワークの動態を捉えるために、マ
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ルチモーダルな高精度ウェアラブル計測評価を実施する。脳波（ウェアラブル高精度脳波計
＆簡易脳波計）に加え、スマートフォン、スマートウォッチなどウェアラブル生体デバイス
を用いて、瞳孔・顔表情・顔血流・音声・体温・心拍・脈拍・血圧・血管剛性・行動リズム
を計測し、IoT・クラウド情報通信技術を用いて、感動喚起に関連する脳―内受容感覚ビッ
グデータの DX 化に取り組む。AI を用いてこれらの感動喚起に関するマルチモーダルデー
タを解析し、個性に合わせて最適化する技術（特開 2019-202031・町澤＆山脇・ 感性評価
装置、感性評価方法および感性多軸モデル構築方法、特許査定済）を応用することで、個人
にカスタマイズされたワクワク感（予測）や感動（予測誤差）の高精度数理モデルを開発す
る。本調査研究の「MS音楽トライアルワークショップ」でも、生演奏音楽聴取中の実空間・
遠隔空間の観客の脳波・心拍・顔血流を実際に計測した成果がある。 

(A3) 感動拡張技術の開発 
音楽による感動喚起の体験を拡張するために、感動刺激の提示技術の開発にも取り組む。
例えば、我々目標検討チームはこれまでに、冷感触覚刺激やバイノーラル音によって音聴取
中のゾクゾク感を増幅する技術の開発に取り組んできた(Ishikawa, Fujii et al., 2019; Honda, 
Fujii et al., 2020)。脳波情報の音楽変換技術（Hamano, Okanoya et al., 2013; Hamano, 
Ohmura, Okanoya et al., 2014）に関する研究開発の実績もあり、現在も感動（感性）デー
タ可聴化にも取り組んでいる。感動喚起の予測モデルの開発と並行して、感動状態の個性に
合わせて順応的に最適なパターンで（特願 2017-139585・町澤＆山脇・脳波信号評価方法）
五感を刺激する技術を開発することで、あらゆる個人の音楽感動体験を拡張する研究に取
り組む。 

(B) 共創喚起技術の開発 

(B1) 共創計測技術の開発 
集団がある楽曲を演奏する過程における「正直な信号」を計測する。「正直な信号」とは、
意図性を伴わない無意識的な動作・表情・生理的な信号を意味する。これらの測定値と演奏
そのものの審美的・技術的評価の時間的同期性や因果関係を解明し、どのような同期過程が
創造性と結びつくのかを解明する。本調査研究の「MS音楽トライアルワークショップ」で
は、微小加速度センサーによってリアルな演奏環境で音楽家集団の身体運動計測を実現し
た成果がある。我々目標検討チームでも音楽家の身体運動科学研究を実施してきた実績や
（Fujii et al., 2009; 2010）、音楽と身体運動の同期関係を解明した成果（Fujii et al., 2014）
がある。実演家と研究者が協力して研究を推進することで、共創状態の「正直な信号」を計
測し、共創状態計測技術の開発を推進することができる。 

(B2) 共創予測技術の開発 
 集団がある楽曲を演奏する過程における「正直な信号」のビッグデータを取得し、共創喚
起の予測モデルを開発する。ウェアラブルデバイスを用いて音楽家集団の瞳孔・顔表情・顔
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血流・音声・体温・心拍・脈拍・血圧・血管剛性・行動リズムを計測し、IoT・クラウド情
報通信技術を用いて、ある集団が演奏している最中の脳―内受容感覚ビッグデータをDX化
することに取り組む。各個人の「正直な信号」と集団演奏の審美的・技術的評価データの同
期性を解析し、どのような瞬間に創造的なアンサンブルが生まれるのか、共創喚起の予測モ
デルを開発する。 

(B3) 共創拡張技術の開発 
 人々が共感し、心躍らせ創造的になる過程を操作・促進・拡張する技術の開発にも取り組
む。例えば、集団がある楽曲を演奏する過程に様々な介入信号や条件を与え、共創過程がど
のように変化するのかを明らかにする。共創を促進する、または抑制するような信号を発見
することで、集団の創造性を操作することが可能になると考える。集団の創造性に介入する
研究となるので、当初はモデルとシミュレーションでパラメータの選定を行い、その後、研
究参加者に対する倫理的配慮を十分に考慮し、研究目的を明示した上で、実験的な介入を試
みることが重要である。 

2.  2030 年・2040 年・2050 年のそれぞれにおける、達成すべき目標（マイルス
トーン）、マイルストーン達成に向けた研究開発、これによる波及効果 

2030 年において達成すべき目標は、音楽の感動と共創による個人のストレス・うつの軽
減である（図 2）。取り組むべき研究開発は、個人に対する（A）感動喚起技術、（B）共創喚
起技術の臨床・社会応用である。（A）感動喚起技術を用いて、感動状態の個性に合わせて順
応的に最適なパターンで（特願 2017-139585・町澤＆山脇・脳波信号評価方法）、五感を刺
激し、個人のストレス・うつを軽減する技術を確立する。さらに、（B）共創喚起技術を用い
て、個人を創造的な状態にし、臨床・社会現場における個人のストレス・うつを軽減する。
波及効果として、国内における音楽科学の健康応用分野を 10年間で急速に拡充する。 

2040 年において達成すべき目標は、音楽の感動と共創による集団の憎悪の抑制と軋轢の
解消である。取り組むべき研究開発は、（A）感動喚起技術と（B）共創喚起技術を社会集団
に応用することである。家庭、市町村、会社、教育施設、医療施設など、様々な集団におい
て、（A）感動喚起技術と（B）共創喚起技術を応用し、集団内の他集団に向かう抽象的な憎
悪を抑制し、軋轢を解消する。音楽の感動と共創により、内集団・外集団の構造に変化を与
えることで、集団内の抽象的な憎悪を抑制し、軋轢を解消する。波及効果として、孤立する
個人が減少し、自殺者減少につながる。 

2050 年において達成すべき目標は、文化を超えた感動と共創によるうつ病ゼロ・自殺ゼ
ロ・紛争ゼロである。紛争ゼロに向けて取り組むべき研究開発は、文化の枠組みを超えて（A）
感動喚起技術と（B）共創喚起技術を応用する研究である。波及効果として、民族・文化間
の対立・分断を解消し、文化を超えた全人類の音楽の感動共創による世界平和が実現できる
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と考える。 

3. 目標達成に向けた国際連携の在り方 

本MS目標を達成する上で鍵となるのは、日本の強みである音楽の情報科学分野を、音楽
の医科学、脳神経科学、知覚認知科学、情動社会科学、発達科学分野と巧みに融合させ、研
究開発を進めることである。音楽の医科学、脳神経科学、知覚認知科学、情動社会科学、発
達科学分野において、出版論文数の第一位を占めるのは米国である。事実、アメリカ国立衛
生研究所（NIH）は、2019 年からの 5年間、「Sound Health」と題した音楽科学の健康応用
プロジェクトを 2 千万ドル規模で推進しており、心身健康と医療費削減の国策として音楽
科学の利用を積極的に進めている（NIH, 2019）。NIHの「Sound Health」プロジェクトと
本 MS 目標が国際連携すれば、音楽科学の健康応用分野は日本国内でも飛躍的に進展する
可能性がある。 

一方で考慮しなくてはならないのは、これまでの世界の音楽科学研究の大きな問題点と
して、西洋諸国を中心とした科学研究が先行し、アジアやアフリカなど世界の文化的多様性
が考慮されていない点が指摘されていることである（Jacoby et al., 2020）。この「文化的多
様性が考慮されていない」という問題を解決するため、2021 年 2 月にアメリカ、ポルトガ
ル、ナイジェリア、インド、ドイツ、イギリス、ニュージーランド、南アフリカ、スペイン、
日本など世界各地から音楽科学者が集い国際シンポジウムを開催し、本チームのメンバー
も参加して文化的多様性を考慮した音楽科学研究の達成目標について議論した（Savage, 
Fujii et al., 2021）。本 MS 目標を実現していくためには、全世界の多様な文化背景を持つ
国々と国際連携し、文化的多様性を考慮して研究開発を進めることが必要不可欠である。 

4. 目標達成に向けた分野・セクターを越えた連携の在り方 

目標達成に向けた分野・セクターを越えた連携の在り方として必要な取り組みは、(1)実
演家と研究者とが協力し研究に取組むこと、(2)未来を担う次世代の若者を含む市民全員が
参加し、ビジョンを共有しつつ共に明るい未来を創造すること、(3) 医療従事者との連携し
た取組みを積極的に行うこと、(4)音楽の歴史を大切に振り返りつつ、感動共創喚起技術の
平和利用に向けて、倫理・法的な整備を行っていくことである。加えて重要であるのは社会
受容である。本調査研究の成果として、「MS 音楽トライアルワークショップ」など、市民
に開かれたデモンストレーションやワークショップを実施したが、MS目標の実現にはこれ
らの社会受容のための活動を継続的に実施していく必要がある。感動喚起技術の社会受容
を目指し、市民と連携して対話的なデモンストレーションや参加型のワークショップを行
うことや、共創喚起技術の社会受容を目指して市民と連携した参加型の研究開発プラット
フォームの構築を行なっていくことが期待される。チームリーダー西本がバチカン国際音
楽祭や泉涌寺音舞台のような場を通じて音楽による感動共創を人々のこころに伝えてきた
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ように、だれもが地球人として地球文明の普遍性や生命の輝きを実感できる社会を実現す
ることが大切である（図 9）。 

 

図 9. 音楽による感動共創の実践例.  
(A)バチカン国際音楽祭 (B) 泉涌寺音舞台（©MBS）. 

5. ELSI (Ethical, Legal, Social Issues) 

(目標達成に向けて取り組むうえでの倫理・法的・社会的課題及びその解決策) 

 本チームでは、音楽による気分や情動の調整、健康増進、幸福感の励起といった人類に
とってポジティブな影響を目指す研究である。しかし、音楽による影響はネガティブな方向
へ機能することも予想される。歴史的に音楽を俯瞰すると、ギリシャ時代の音楽の政治利用
や、ヨーロッパ中世の教会による宗教的利用、近代のプロパガンダとしての利用など比較的
ネガティブと捉えられる音楽利用がある。また、音楽のポジティブな利用においても、軍歌
のような外集団排除のための内集団の結束のために用いられた例も存在する。また、興味深
い例として、19 世紀にイギリス政府がトリニダード・トバゴで行った音楽や楽器の禁止令
がある。これによって楽器を所有することができなくなった市民は、スティールパンと呼ば
れている楽器を発案制作し音楽文化を発祥させた。政治、市民、音楽の関係は常に相互作用
の中にあり、様々な影響を受けている。音楽科学の利用によるネガティブな影響はある程度
規制する必要があるが、人類の文化的活動の一つとして自由を持たせることが必要な場合
もあるため、倫理的・法的に慎重な配慮が必要である。また、感動喚起技術・共創喚起技術
の開発にあたり、様々なセンシング技術を利用して個人や集団の生体情報計測を行い、研究
開発を進めるため、インフォームドコンセントや個人情報保護など倫理的配慮も十分に行
う必要がある。感動喚起技術・共創喚起技術の安全・平和利用に向けて、倫理、法律、歴史、
哲学の専門家と連携してルールを設定する必要がある。 
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IV. 結論 

少子高齢化社会において、音楽の力によって誰もが心身の健康を維持増進できる社会は、
医療費・社会保障費を節約できるという実利性のみならず、人類にとって最大の価値である
幸福を実現できる社会でもある。 

かけがえのない命を持った個人の集まりである社会が感動を共創し、人類の共有遺産で
ある芸術的音楽、医学的音楽、科学的音楽を活用して、人類の感性と叡智によって調和する
地球を実現することが、私たちの目標である。 
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本調査全体の成果として、各種調査の方法と結果の詳細を記載した補足資料も同時に提出
した。しかしこれらは著作権・肖像権上の問題が生じる可能性があること、後日論文などで
あらためて出版する可能性があることから、非公開とする。 
 


